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1.酒田市の概要 

 

本市は,東北の日本海側に位置し,面積

175.79k ㎡,人口 102 千人余りの都市です。 

日本 3 大急流の一つ最上川の河口部に発

達した港町で,海や東の出羽丘陵から吹き

つける風は,最大風速10mを越す暴風日数が

年間 90 日以上もあり,昔から大火災の多い

ところでした。 

中でも 2 千戸以上の火災は 4 回も経験し

ており,寛政10年(1798)には,春から秋にか

けて 500 戸以上の火災が 3 度も発生してい

ます。しかし,こんなに火災を起こしてもよ

く酒田は滅亡しなかったと奇異に感じます

が,酒田商人のエネルギーと経済力が如何

に大きかったかを物語らせるものです。 

 

 

2.酒田市大火 

 

昭和 51年 10月 29日午後 5時 40分ころ,

映画館を火元として発生した火災は,台風

並に発達した低気圧により風速 30m 以上の

西風に煽られ,11 時間も燃え続けるものと

なりました。これが戦後最大と言われた酒 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

田市大火です。焼損 1,774 棟,焼失区域

22.5ha,被害総額 405 億円にも及び,大火が

多いところとはいえ,100 戸以上の火災は

104 年ぶりで,さらに場所が中心商店街だっ

ただけに,全市民のショックは計り知れな

いものがありました。 

 

 

3.火災のないまち『酒田』へ 

 

身をもって災害の恐ろしさを経験した本

市では,以来無火災を目指して種々の防災

施策を実践してきました。防火地域・準防火

地域の拡大,公園・道路の拡幅,アーケード

の抑制,消防職員・消防水利の増強,防火看

板の各家庭巡回掲示,コミュニティ防災セ

ンター建設などにより,昭和51年には62件

あった出火件数が今では 3 分の 1 に激減し

ております。 

昨年他界された(財)市民防災研究所籏野

次郎先生が,大火後足しげく本市を訪れ,多

くの市民に震災や火災から生命と暮らしを

守るための,身のまわりの工夫と実践につ

いて講習会を開催したのも大きな力であっ

たと感謝しております。 

特集 
□酒田市大火を教訓に 

山形県酒田市総務部総務課 

防災まちづくり(6) 
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4.酒田市の地震対策 

 

さて,本市には,東側の出羽丘陵に平行し

て南北に主要起震断層の庄内平野東縁断層

帯が,また,沖合には第 1 種・第 2 種空白域

があると言われ,地震対策は重要な行政施

策です。 

本市の地震対策強化は,昭和 39 年の新潟

地震以降上水道管の耐震化に始まり,58 年

の日本海中部地震や平成 5 年の北海道南西

沖地震以降は,防災情報を迅速に伝達する

防災有線や無線システムの導入に着手し,

津波予警報を数分で伝達できる気象衛星同

報通信システムは,東北で最初の設置とな

りました。 

特に,本市の離島「飛島」には,平成 2 年

から防災有線や緊急ヘリポートの整備を実

施し,避難を迅速に行うための誘導灯や手

すり設置による避難路整備,観光客にも周

知を図る避難路マップ掲示,観光パンフレ

ットへの避難マップ掲載などを進めて来ま

した。 

大地震の場合行政だけの対応では困難で

あり,自主防災組織の活動が重要なことが

立証された平成 7 年の兵庫県南部地震以降

は,各家庭や自治会での防災対策推進のた

めの資料発行や防災説明会,講演会などを

中心にソフト対策の充実に努めてまいりま

した。 

 

 

5.自主防災組織づくりの進め方 

 

幸い本市ではほとんどの家庭が隣近所で

つくる自治会組織に加入しており,自主防

災組織もこの自治会活動を基盤として組織

を押し進めております。 

本市では,地震と人との時間割をつくり,

本人・家庭,自主防災組織,小学校学区,市の

それぞれの行動パターンや必要な資機材を

明確にし,地震対策を進めております。 

自主防災組織では,隣近所の被害状況調

査,火災の初期消火,ケガ人の応急手当など

が主な任務になりますので,これに見合っ

た資機材を整備していただいております。

進め方は,各自主防災組織様々ですが,基本

的には会員の把握,会員が所持している資

機材の把握に始まり,不足なものを購入す

るという流れになっているようです。 

自分の身と財産は自分で守ることを基本

として,本人・家庭,自主防災組織が必要な

資機材は,それぞれで整備していただいて

おります。但し,自主防災組織が資機材を整

備するときは,一定額に達した場合はその

経費の半額を市が助成しております。 

(但し,小学校学区で使用する避難生活用

具等は,市が全て整備を行っております。)

本市では,平成 10 年 4 月 1 日現在半数を越

える 177 自治会が自主防災組織をつくって

おり,平成8年1月にはこれらの連合組織で

ある自主防災協議会を設立しました。 

ところで,自主防災会はそれぞれが独自

の活動を行っておりますが,その中から一

つ例を挙げて紹介しましょう。 

 

 

6.旭新町防災会 

 

旭新町自治会では,前掲の故籏野次郎氏

の関東大震災の体験談から自主防災組織の
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重要性を認識し,平成元年に組織づくりに

着手しました。その後自治会で検討・研修等

を重ね,平成8年4月に防災会を設立してお

ります。 

同会では,会則・防災計画を作成し,非常 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同会では平成 9年度は,予算額の約 16%を

資機材購入経費に充て,街頭消火器,担架,

救急医療セット等を整備しております。 

また,主な活動内容としては,毎月第 3 日

曜日を町内の「防災の日」と定め,夜間巡回

や各家庭・自主防災会での資機材自主点検

を行ったり,運動会で消火器を使用した初

期消火訓練を行って,防災を身近なものに

しております。 

避難訓練は,弱者対策強化を考え,老人を

対象にしたものを 4回実施しております。 

 

 

 

 

時の班編制と役割分担,連絡系統を明確に

規定しているほか,「無火災並びに大災害対

策宣言」(毎月 4月の総会で再確認)を行い,

組織内外に防災に対する決意を強くPRして

おります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7.今後の本市の地震対策 

 

本年5月,山形県では活断層や沖合を震源

とした「地震対策基礎調査」による被害想定

を公表しました。これを受けて今本市では,

大学教授の指導により,市職員と防災関係

機関のプロジェクト会議を開き,より実践

的な応急対策マニュアルをつくり,地域防

災計画の見直しに着手する計画を進めてお

ります。 
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